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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】基材、ＩＴＯ層、銀回路の何れに対しても高い
密着を発現する絶縁レジスト層付き銀回路積層体の提供
。
【解決手段】高分子フィルムからなる基材ａの一方の面
に、直にもしくはプライマー層ｅを介して、基材ａの一
部もしくはプライマー層ｅの一部が部分的に露出するよ
うに、酸化インジウムを主成分とする透明導電層が設け
られてなるＩＴＯ積層体ｂの上に、銀回路、絶縁レジス
ト層ｄが積層されてなる絶縁レジスト層付き積層体で、
レジスト層ｄが、ＩＴＯ積層体ｂ上の透明導電層に接触
するととともに、部分的に露出する基材ａの一部もしく
は部分的に露出するプライマー層ｅの一部にも接触し、
レジスト層ｄが、熱硬化性ポリマーと熱硬化性ポリマー
と反応し得る官能基を有する硬化剤と特定形状の無機物
との合計１００重量％中に、無機物を３５～８５重量％
含む絶縁レジスト塗料からなる硬化塗膜である絶縁レジ
スト層付き積層体。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高分子フィルムから選ばれる基材の少なくとも一方の面に、直にもしくはプライマー層
を介して、前記基材の一部もしくはプライマー層の一部が部分的に露出するように、酸化
インジウムを主成分とする透明導電層が設けられてなるＩＴＯ積層体の上に、銀回路、絶
縁レジスト層がこの順序で積層されてなる絶縁レジスト層付き積層体であって、
　前記絶縁レジスト層が、ＩＴＯ積層体上の前記透明導電層に接触するととともに、部分
的に露出する基材の一部もしくは部分的に露出するプライマー層の一部にも接触し、
　前記レジスト層が、熱硬化性ポリマーと前記熱硬化性ポリマーと反応し得る官能基を有
する硬化剤と無機物との合計１００重量％中に、長径が０．５μｍ以上１５μm以下であ
り、かつ長径と短径の比が２以上～１５以下の無機物を３５～８５重量％含有する絶縁レ
ジスト塗料から形成された硬化塗膜であることを特徴とする絶縁レジスト層付き積層体。
【請求項２】
　熱硬化性ポリマーが、水酸基またはカルボキシル基の少なくとも一方を有するポリウレ
タンであり、硬化剤が、非ブロック化イソシアネート化合物、ブロック化イソシアネート
化合物及びエポキシ化合物からなる群から選ばれる少なくとも一種であることを特徴とす
る請求項１記載の絶縁レジスト層付き積層体。
【請求項３】
　無機物が、タルクであることを特徴とする請求項１又は２記載の絶縁レジスト層付き積
層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はタッチパネル等に用いられる、ＩＴＯ積層体、銀回路、絶縁レジスト層がこの
順序で積層されてなる絶縁レジスト層付き積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的にＩＴＯ（スズ－インジウム酸化物）層を具備する積層体は、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート等の高分子フィルムを基材と
し、ＩＴＯをスパッタリング、ウェットコート等によりフィルム上に形成し作成される。
ＩＴＯ層は数百Åと非常に薄膜であるため、擦り、折れ、割れ等の機械的なダメージに対
する耐性に乏しく、また一般的には上記高分子フィルムとＩＴＯ層との密着性が低いので
、高分子フィルムとＩＴＯ層の密着性向上のために、高分子フィルム上に易接着処理層（
以下、プライマーという）を設け、その処理層上にＩＴＯ層を形成した構成の積層体（以
下、ＩＴＯ積層体という）が提案されている。
【０００３】
　このようにして得たＩＴＯ積層体を用い、部分的にＩＴＯ層をエッチング等の処理によ
り除去し、電気的導通の不要部分を形成した後、ＩＴＯ層を除去した後の基材上や部分的
に残したＩＴＯ層上に、銀ペースト等の導電性組成物を用いて印刷等の手段により電気回
路を形成し、銀回路積層体を得る。その後、前記銀回路積層体上の絶縁性を必要とする部
分に、絶縁レジスト塗料を用いて絶縁レジスト層を形成し、絶縁レジスト層付き積層体を
形成する。
　前記絶縁レジスト層付き積層体は、ＩＴＯ積層体、銀回路、絶縁レジスト層がこの順序
で積層されてなる電気回路である。絶縁レジスト層は、銀回路を覆うのみではなく、ＩＴ
Ｏ層、そして高分子フィルム層もしくはプライマー層にも接触する。従って、絶縁レジス
ト層は、ＩＴＯ層、銀回路層、高分子フィルム層もしくはプライマー層の各々に対して密
着性を有することが実用上必要となる。
【０００４】
　ところで、今日では、各社から様々な仕様のＩＴＯ積層体が数多く上市され、様々な用
途に使用されている。しかし、あらゆるＩＴＯ積層体に対し、共通して密着性を発現する
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絶縁レジスト塗料が存在しないため、ＩＴＯ層積層体の種類ごとに異なる絶縁レジスト塗
料を用意しなくてはならず、大変に非効率である。
　また、近年提案されたある種のグレードのＩＴＯ積層体に密着する絶縁レジスト層形成
用塗料自体がまだない。
　そこで、複数のＩＴＯ積層体に適用できる絶縁レジスト塗料や、それまで密着性の確保
できないＩＴＯ積層体に密着する絶縁レジスト層形成用塗料の開発が待たれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－３２６３０１号
【特許文献２】特開２００２－２４１６９４号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、各社から提供される様々な仕様のＩＴＯ積層体や難密着性ＩＴＯ積層体を用
いてなる銀回路積層体に対し、密着性に優れる（ＩＴＯ層、銀回路層、高分子フィルム層
もしくはプライマー層の各々に対して密着性に優れる）絶縁レジスト層を形成することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、高分子フィルムから選ばれる基材の少なくとも一方の面に、直にもしくはプ
ライマー層を介して、前記基材の一部もしくはプライマー層の一部が部分的に露出するよ
うに、酸化インジウムを主成分とする透明導電層が設けられてなるＩＴＯ積層体上に、銀
回路、絶縁レジスト層がこの順序で積層されてなる絶縁レジスト層付き積層体であって、
　前記絶縁レジスト層が、ＩＴＯ積層体上の前記透明導電層に接触するととともに、部分
的に露出する基材の一部もしくは部分的に露出するプライマー層の一部にも接触し、
　前記絶縁レジスト層が、熱硬化性ポリマーと前記熱硬化性ポリマーと反応し得る官能基
を有する硬化剤と無機物との合計１００重量％中に、長径が０．５μｍ以上１５μm以下
であり、かつ長径と短径の比が２以上～１５以下の無機物を３５～８５重量％含有する絶
縁レジスト塗料から形成された硬化塗膜であることを特徴とする銀回路積層体に関する。
【０００８】
　また、本発明は、熱硬化性ポリマーが、水酸基またはカルボキシル基の少なくとも一方
を有するポリウレタンであり、硬化剤が、非ブロック化イソシアネート化合物、ブロック
化イソシアネート化合物等のイソシアネート化合物及びエポキシ化合物からなる群から選
ばれる少なくとも一種であることを特徴とする前記発明に記載の銀回路積層体に関する。
【０００９】
　また、本発明は、無機物がタルクであることを特徴とする、前記発明のいずれかに記載
の銀回路積層体に関する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明により、種々のＩＴＯ積層体を用いても、密着性に優れる（ＩＴＯ層、銀回路層
、高分子フィルム層もしくはプライマー層の各々に対して密着性に優れる）絶縁レジスト
層を具備する積層体を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】絶縁レジスト層付き積層体の断面図（イメージ）である。
【図２】絶縁レジスト層付き積層体（易接着処理層あり）の断面図（イメージ）である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、まず、本発明において用いられる絶縁レジスト塗料について説明する。
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　絶縁レジスト塗料は、熱硬化性ポリマーと、前記熱硬化性ポリマーと反応し得る官能基
を有する硬化剤と、無機物とを含有する。
【００１３】
　絶縁レジスト塗料を構成する熱硬化性ポリマーとしては、ウレタン樹脂、ポリエステル
樹脂、アクリル樹脂等を挙げることができる。
【００１４】
　絶縁レジスト塗料に含有されるウレタン樹脂としては、水酸基およびまたはカルボキシ
ル基を有するポリウレタン（Ａ）や、カルボキシル基を有するポリウレタンポリウレア樹
脂（Ｂ）が挙げられる。
　ポリウレタン（Ａ）は、ポリオール化合物、有機ジイソシアネートおよび必要に応じて
カルボキシル基を有するジオール化合物を反応させ、末端に水酸基が存在する状態で得ら
れる。
　ポリウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）は、ポリオール化合物、有機ジイソシアネートおよ
びカルボキシル基を有するジオール化合物を反応させてイソシアネート基を有するウレタ
ンプレポリマーを得、該ウレタンプレポリマーと、ポリアミノ化合物と、必要に応じて反
応停止剤とを反応させて得られるものである。
【００１５】
　ポリオール化合物としては、一般にポリウレタン樹脂を構成するポリオール成分として
知られている、各種のポリエーテルポリオール類、ポリエステルポリオール類、ポリカー
ボネートポリオール類、ポリブタジエングリコール類、またはこれらの混合物等が使用で
きる。
【００１６】
　ポリエーテルポリオール類としては、酸化エチレン、酸化プロピレン、テトラヒドロフ
ランなどの重合体または共重合体などが挙げられる。
【００１７】
　ポリエステルポリオール類としては、エチレングリコール、１，２－プロパンジオール
、１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、ペンタンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、ヘキ
サンジオール、オクタンジオール、１，４－ブチレンジオール、ジエチレングリコール、
トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ダイマージオール等の飽和および不
飽和の低分子ジオール類、ならびにｎ－ブチルグリシジルエーテル、２－エチルヘキシル
グリシジルエーテル類のアルキルグリシジルエーテル類、バーサティック酸グリシジルエ
ステル等のモノカルボン酸グリシジルエステル類と、アジピン酸、フタル酸、イソフタル
酸、テレフタル酸、マレイン酸、フマル酸、コハク酸、シュウ酸、マロン酸、グルタル酸
、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸等のジカルボン酸類、またはこれ
らの無水物類を、脱水縮合して得られるポリエステルポリオール類や、環状エステル化合
物を開環重合して得られるポリエステルポリオール類が挙げられる。
【００１８】
　ポリカーボネートポリオール類としては、１）ジオールまたはビスフェノールと炭酸エ
ステルとの反応物、および、２）ジオールまたはビスフェノールにアルカリの存在下でホ
スゲンとの反応物が使用できる。炭酸エステルとしては、ジメチルカーボネート、ジエチ
ルカーボネート、ジフェニルカーボネート、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネ
ート等が挙げられる。また、ジオールとしては、エチレングリコール、プロピレングリコ
ール、ジプロピレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ブチ
レングリコール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、２－メチル－１，８－オクタ
ンジオール、３，３’－ジメチロールヘプタン、ポリオキシエチレングリコール、ポリオ
キシプロピレングリコール、プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタ
ンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，９－ノナンジ
オール、ネオペンチルグリコール、オクタンジオール、ブチルエチルペンタンジオール、
２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、シクロヘキサンジオール、３，９－ビス（１，
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１－ジメチル－２－ヒドロキシエチル、２，２，８，１０－テトラオキソスピロ〔５.５
〕ウンデカン等が挙げられる。また、ビスフェノールとしては、ビスフェノールＡやビス
フェノールＦ、ビスフェノール類にエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド等のアル
キレンオキサイドを付加させたビスフェノール類等が挙げられる。
【００１９】
　上記ポリオール化合物の数平均分子量（Ｍｎ）は、得られるポリウレタン（Ａ）やポリ
ウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）の耐熱性、機械特性、溶解性等を考慮して適宜決定される
が、通常は５００～８０００の範囲が好ましく、さらに好ましくは１０００～５０００で
ある。Ｍｎが５００未満になると、ポリウレタン（Ａ）やポリウレタンポリウレア樹脂（
Ｂ）中のウレタン結合が多くなり過ぎ、ポリマー骨格の柔軟性が低下して基材への接着性
が低下する傾向があり、またＭｎが８０００を越えると、架橋点間分子量が大きくなり、
耐熱性が低下する傾向がある。
　上記ポリオール化合物は、単独で用いても、２種類以上併用してもよい。更に、ポリウ
レタン（Ａ）やポリウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）の性能が失われない範囲内で、上記ポ
リオール化合物の一部を低分子ジオール類、例えば前記ポリオール化合物の製造に用いら
れる各種低分子ジオールに替えることもできる。
　特にポリエステルポリオールにおいて、ジカルボン酸成分として構造中に芳香環を有す
るテレフタル酸、イソフタル酸の含有量が多いものを使用することにより、ポリウレタン
（Ａ）やポリウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）の強靱さとブロッキング性が向上し、絶縁レ
ジスト層の硬度およびブロッキング性が向上するために特に好ましい。
【００２０】
　カルボキシル基を有するジオール化合物は、ウレタン樹脂骨格に熱硬化する場合の官能
基としてカルボキシル基を導入する際の原料として使用することができる。また、ウレタ
ン樹脂を作成する際のウレタン化反応の触媒としても作用するため使用することが好まし
い。
　カルボキシル基を有するジオール化合物としては、ジメチロール酢酸、ジメチロールプ
ロピオン酸、ジメチロールブタン酸、ジメチロールペンタン酸等のジメチロールアルカン
酸、ジヒドロキシコハク酸、ジヒドロキシ安息香酸が挙げられる。特に反応性、溶解性の
点からジメチロールプロピオン酸、ジメチロールブタン酸が好ましい。
【００２１】
　有機ジイソシアネート化合物としては、芳香族ジイソシアネート、脂肪族ジイソシアネ
ート、脂環族イソシアネート、またはこれらの混合物を使用できるが、特にイソホロンジ
イソシアネートが好ましい。
　芳香族ジイソシアネートとしては、１，５－ナフチレンジイソシアネート、４，４′－
ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４′－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネ
ート、４，４′－ベンジルイソシアネート、ジアルキルジフェニルメタンジイソシアネー
ト、テトラアルキルジフェニルメタンジイソシアネート、１，３－フェニレンジイソシア
ネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、キシリレン
ジイソシアネート等が挙げられる。
　脂肪族ジイシシアネートとしては、ブタン－１，４－ジイソシアネート、ヘキサメチレ
ンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、リジン
ジイソシアネート等が挙げられる。
　脂環族ジイソシアネートとしては、シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、イソ
ホロンジイソシアネート、ノルボルナンジイソシアナートメチル、ビス（４－イソシアネ
ートシクロヘキシル）メタン、１，３－ビス（イソシアネートメチル）シクロヘキサン、
メチルシクロヘキサンジイソシアネート等が挙げられる。
【００２２】
　ポリオール化合物と有機ジイソシアネートと必要に応じてカルボキシル基を有するジオ
ール化合物とを反応させ、水酸基を有するポリウレタン（Ａ）を得る際の条件は、水酸基
を過剰にする他にとくに限定はないが、イソシアネート基／水酸基の当量比が０．８／１
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～０．９９／１の範囲内であることが好ましい。また、反応は通常常温～１５０℃の間で
行なわれ、更に製造時間、副反応の制御の面から好ましくは６０～１４０℃の間で行なわ
れる。
　水酸基を有するポリウレタン（Ａ）の重量平均分子量は５０００～１０００００の範囲
が好ましい。
【００２３】
　次にポリウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）について説明する。ポリウレタンポリウレア樹
脂（Ｂ）は、イソシアネート基を有するウレタンプレポリマーとポリアミノ化合物とを反
応させて得られる。
　イソシアネート基を有するウレタンプレポリマーは、ポリオール化合物と有機ジイソシ
アネートとカルボキシル基を有するジオール化合物とを、イソシアネート基過剰の条件下
に反応させること以外は、水酸基を有するポリウレタン（Ａ）を得る場合と同様に、従来
公知の方法により、得ることができる。イソシアネート基／水酸基の当量比は、１．０５
／１～３／１の範囲内であることが好ましい。更に好ましくは１．２／１～２／１である
。また、反応は通常常温～１５０℃の間で行なわれ、更に製造時間、副反応の制御の面か
ら好ましくは６０～１４０℃の間で行なわれる。
　イソシアネート基を有するウレタンプレポリマーの重量平均分子量は５０００～１００
０００の範囲が好ましい。
【００２４】
　得られたイソシアネート基を有するウレタンプレポリマーとポリアミノ化合物とを反応
させて、ポリウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）を得る。
　ポリアミノ化合物は、鎖延長剤として働くものであり、エチレンジアミン、プロピレン
ジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、
イソホロンジアミン、ジシクロヘキシルメタン－４，４′－ジアミン、ノルボルナンジア
ミンの他、２－（２－アミノエチルアミノ）エタノール、２－ヒドロキシエチルエチレン
ジアミン、２－ヒドロキシエチルプロピレンジアミン、ジ－２－ヒドロキシエチルエチレ
ンジアミン、ジ－２－ヒドロキシプロピルエチレンジアミン等の水酸基を有するアミン類
も使用することができる。なかでも、イソホロンジアミンが好適に使用される。
【００２５】
　イソシアネート基を有するウレタンプレポリマーとポリアミノ化合物を反応させてポリ
ウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）を合成するときに、得られるポリウレタンポリウレア樹脂
（Ｂ）の分子量を調整する為に反応停止剤を併用することができる。反応停止剤としては
、ジ－ｎ－ブチルアミン等のジアルキルアミン類、ジエタノールアミン等のジアルカノー
ルアミン類や、エタノール、イソプロピルアルコール等のアルコール類が使用できる。
【００２６】
　イソシアネート基を有するウレタンプレポリマーと、ポリアミノ化合物、および必要に
応じて反応停止剤を反応させる際の条件はとくに限定はないが、ウレタンプレポリマーの
両末端に有する遊離のイソシアネート基を１当量とした場合、ポリアミノ化合物および反
応停止剤中のアミノ基の合計当量が０．５～１．３の範囲内であることが好ましい。更に
好ましくは０．８～０．９９５の範囲内である。アミノ基の合計当量が０．５未満の場合
、ポリウレタンウレア樹脂（Ｂ）の分子量を十分に伸ばすことができない。１．３より過
剰になると、ポリアミノ化合物および反応停止剤が未反応のまま多量に残存し、絶縁レジ
スト塗料の硬化成分として使用されるエポキシ樹脂と直接反応する、若しくは触媒活性を
示し、絶縁材料用樹脂組成物の可使時間を低下させる。
　ポリウレタンポリウレア樹脂（Ｂ）の重量平均分子量は、１１０００～５０００００の
範囲が好ましい。
【００２７】
　また、ポリウレタン（Ａ）がカルボキシル基を有する場合の酸価、ポリウレタンポリウ
レア樹脂（Ｂ）の酸価は、それぞれ１～８０ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲であることが好ましい
。なお、酸価とは、カルボキシル基による酸価であり、はポリウレタン（Ａ）やポリウレ
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タンポリウレア樹脂（Ｂ）の固形分に対するものである。ポリウレタン（Ａ）やポリウレ
タンポリウレア樹脂（Ｂ）の酸価が１ｍｇＫＯＨ／ｇより小さい場合は、熱硬化する際に
硬化剤としてエポキシ樹脂を用いる際、架橋が不十分になり、硬化性が低下するとともに
タック性が増し、耐溶剤性が発現しない場合がある。
　また、酸価が８０ｍｇＫＯＨ／ｇより大きい場合、硬化剤としてエポキシ樹脂を用いる
際、エポキシ樹脂と過度に架橋して、被着体である基材への密着強度が低下し、また硬化
収縮により被着体の反りの原因となる場合がある。
【００２８】
　ポリウレタン（Ａ）やポリウレタンウレア樹脂（Ｂ）の合成時には、エステル系溶剤、
ケトン系溶剤、グリコールエーテル系溶剤、脂肪族系溶剤、芳香族系溶剤、カーボネート
系溶剤から選ばれる一種を単独で、または二種以上を組み合わせて使用することができる
。
【００２９】
　エステル系溶剤としては、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソ
ブチル、酢酸アミル、乳酸エチル等が挙げられる。
　ケトン系溶剤としては、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンベン
ゼン、ジイソブチルケトン、ジアセトンアルコール、イソホロン、シクロヘキサンノン等
が挙げられる。
【００３０】
　グリコールエーテル系溶剤としては、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレ
ングリコールモノイソプロピルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル等、こ
れらモノエーテル類の酢酸エステル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレ
ングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレン
グリコールモノエチルエーテル等、これらモノエーテル類の酢酸エステル等が挙げられる
。
【００３１】
　脂肪族系溶剤としては、ｎ－ヘプタン、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン、メチルシクロ
ヘキサン、エチルシクロヘキサン等が挙げられる。
　芳香族系溶剤としては、トルエン、キシレン等が挙げられる。
【００３２】
　絶縁レジスト塗料に含有されるポリエステル樹脂としては、エチレングリコール、１，
２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－
ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、ペンタンジオール、３－メチル－１，５－ペ
ンタンジオール、ヘキサンジオール、オクタンジオール、１，４－ブチレンジオール、ジ
エチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ダイマージオ
ール等の飽和および不飽和の低分子ジオール類、ならびにｎ－ブチルグリシジルエーテル
、２－エチルヘキシルグリシジルエーテル類のアルキルグリシジルエーテル類、バーサテ
ィック酸グリシジルエステル等のモノカルボン酸グリシジルエステル類と、アジピン酸、
フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、マレイン酸、フマル酸、コハク酸、シュウ酸、
マロン酸、グルタル酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸等のジカル
ボン酸類、またはこれらの無水物類を、脱水縮合して得られるポリエステル樹脂類や、環
状エステル化合物を開環重合して得られるポリエステル樹脂類が挙げられる。
　ポリエステル樹脂の末端基を水酸基となるようにして得た場合には、イソシアネート類
にて熱硬化して架橋することができる。また末端基をカルボキシル基となるようにしてえ
た場合、若しくは末端の水酸基を酸無水物等で変性し、カルボキシル基を導入した場合に
は、エポキシ樹脂等を用いて熱硬化して架橋することができる。
【００３３】
　絶縁レジスト塗料に含有されるアクリル樹脂としては、従来既知のモノマーを公知の方
法にて共重合してなるものを使用することが出来るが、水酸基、カルボキシル基、グリシ
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ジル基、メチロール基等、従来公知の熱硬化可能な反応性基、若しくは熱硬化可能な反応
性基を導入するための官能基を有するモノマーを含むことが必要である。アクリル樹脂の
分子量としては、１００００～１０００００の範囲が好ましい。アクリル樹脂のＴｇとし
ては２０℃～６０℃の範囲が好ましい。
【００３４】
　本発明において用いられる絶縁レジスト塗料に含まれる硬化剤としては、エポキシ樹脂
、イソシアネート類が用いられる。
【００３５】
　絶縁レジスト塗料に硬化剤として添加するエポキシ樹脂は、エポキシ基を有する化合物
のことであり、液状であっても固形状であってもよく、特に限定されるものではないが、
１分子中に平均２個以上のエポキシ基を有するものを用いる。エポキシ樹脂としては、グ
リジシルエーテル型エポキシ樹脂、グリジシルアミン型エポキシ樹脂、グリシジルエステ
ル型エポキシ樹脂、環状脂肪族（脂環型）エポキシ樹脂などのエポキシ樹脂を用いること
ができる。
【００３６】
　グリシジルエーテル型エポキシ樹脂としては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビス
フェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡＤ型
エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ
樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂の、クレゾール構造とクレゾール構造の間に
ビフェニル構造を有するエポキシ樹脂（日本化薬社製：ＮＣ－３０００等）、クレゾール
ノボラック型エポキシ樹脂の、クレゾール構造とクレゾール構造の間にジシクロペンタジ
エン骨格構造を有するエポキシ樹脂（日本化薬社製：ＸＤ－１０００等）、α－ナフトー
ルノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型ノボラック型エポキシ樹脂、ジシクロ
ペンタジエン型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、トリス（グリシジルオキシフ
ェニル）メタン、テトラキス（グリシジルオキシフェニル）エタン等が挙げられる。
【００３７】
　グリシジルアミン型エポキシ樹脂としては、テトラグリシジルジアミノジフェニルメタ
ン、トリグリシジルパラアミノフェノール、トリグリシジルメタアミノフェノール、テト
ラグリシジルメタキシリレンジアミン等が挙げられる。
【００３８】
　グリシジルエステル型エポキシ樹脂としては、ジグリシジルフタレート、ジグリシジル
ヘキサヒドロフタレート、ジグリシジルテトラヒドロフタレート等が挙げられる。
【００３９】
　環状脂肪族（脂環型）エポキシ樹脂としては、エポキシシクロヘキシルメチル－エポキ
シシクロヘキサンカルボキシレート、ビス（エポキシシクロヘキシル）アジペートなどが
挙げられる。
　エポキシ樹脂は一種を単独で、もしくは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４０】
　本発明において用いられる絶縁レジスト塗料には、熱硬化性ポリマーとエポキシ樹脂と
の熱硬化を促進したり、エポキシ樹脂を熱硬化したり、その熱硬化を促進したりするため
の、硬化促進剤、架橋剤等を含有させることができる。
【００４１】
　硬化促進剤としては、ジシアンジアミド、３級アミン化合物、ホスフィン化合物、イミ
ダゾール化合物、カルボン酸ヒドラジド、脂肪族または芳香族ジメチルウレアなどのジア
ルキルウレア類等、架橋剤としては、酸無水物等が使用できる。
　３級アミン化合物としては、トリエチルアミン、ベンジルジメチルアミン、１，８－ジ
アザビシクロ（５．４．０）ウンデセンー７、１，５－ジアザビシクロ（４．３．０）ノ
ネン－５等が挙げられる。
　ホスフィン化合物としては、トリフェニルホスフィン、トリブチルホスフィン等を挙げ
ることができる。　
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　イミダゾール化合物としては、２－メチルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミ
ダゾール、２－フェニル－４－メチルイミダゾール、２，４－ジメチルイミダゾール、２
－フェニルイミダゾール等のイミダゾール化合物、およびこれらイミダゾール化合物とエ
ポキシ樹脂を反応させて溶剤に不溶化したタイプ、またはイミダゾール化合物をマイクロ
カプセルに封入したタイプ等の保存安定性を改良した潜在性硬化促進剤を挙げることがで
きる。
　カルボン酸ヒドラジドとしては、コハク酸ヒドラジド、アジピン酸ヒドラジド等を挙げ
ることができる。
【００４２】
　酸無水物としては、無水ヘキサヒドロフタル酸、無水トリメリット酸等を挙げることが
できる。
【００４３】
　これらの硬化促進剤、架橋剤は２種類以上を併用してもよく、その添加量は、エポキシ
樹脂１００重量部に対して０．１～３０重量部の範囲が好ましい。
【００４４】
　絶縁レジスト塗料に含まれる熱硬化性ポリマーが骨格中に水酸基を有する場合は、硬化
剤として従来既知の非ブロック化イソシアネート、ブロック化イソシアネート等のイソシ
アネート化合物にて架橋し、熱硬化することができる。イソシアネート化合物としては、
ポリイソシアネート化合物が好ましい。
【００４５】
　ポリイソシアネート化合物としては、従来公知の芳香族ポリイソシアネート、脂肪族ポ
リイソシアネート、脂環族ポリイソシアネート、またはこれらのブロック体であるブロッ
ク化イソシアネートを使用でき、これらは単種および２種以上を使用してもよい。
【００４６】
　芳香族ポリイソシアネートとしては、トリレンジイソシアネートのトリメチロールプロ
パンアダクト体、トリレンジイソシアネートのイソシアヌレート体、４，４′－ジフェニ
ルメタンジイソシアネートのオリゴマーなどが挙げられる。
　脂肪族ポリイシシアネートとしては、ヘキサメチレンジイソシアネートのビウレット体
、ヘキサメチレンジイソシアネートのイソシアヌレート体、ヘキサメチレンジイソシアネ
ートのウレトジオン、トリレンジイソシアネートとヘキサメチレンジイソシアネートから
なるコポリマーのイソシアヌレート体が挙げられる。
　脂環族ポリイソシアネートとしては、イソホロンジイソシアネートのイソシアヌレート
体が挙げられる。
【００４７】
　ブロック化イソシアネートとしては、ポリイソシアネートがε－カプロラクタム、ブタ
ノンオキシム、フェノール、活性メチレン化合物等でブロックされた従来公知のものを使
用することができる。
【００４８】
　ポリイソシアネート、ブロック化イソシアネートの絶縁レジスト塗料への添加量として
は、熱硬化性ポリマー骨格中の水酸基と前記イソシアネートとの当量比において、イソシ
アネート類／熱硬化性ポリマー比＝０．９～１．２／１．０になるように添加することが
できる。
【００４９】
　本発明において用いられる絶縁レジスト塗料に含有される無機物について説明する。
　無機物としては、アルミナ、カオリン、酸化鉄、水酸化アルミニウム、タルク（含水珪
酸マグネシウム）、マイカ等が挙げられるが、特にタルクを用いた場合、ＩＴＯに対する
密着性が飛躍的に向上するため、特に好ましい。
　これら無機物は、長径が０．５μｍ以上１５μｍ以下で、かつ長径と短径の比が２～１
５以下であることが重要であり、長径が０．５μｍ以上１５μｍ以下でかつ長径と短径の
比が４以上～８以下のものが、ＩＴＯに対する密着性が飛躍的に向上するので好ましい。
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　なお、無機物の長径と短径、およびその比については以下のように定義する。
　電子顕微鏡用試料台の上に電子顕微鏡観察用導電性両面粘着テープを貼り付け、その上
に無機物をふりかけて、電子顕微鏡用観察試料を作成する。電子顕微鏡にて無機物を観察
し、電子顕微鏡に付随している採寸機能を用いるか、縮尺スケールを有する画面、若しく
は写真より、無機物の径を採寸する。このとき、無機物の一番長い径を長径、一番短い径
を短径と定義し、長径／短径＝「長径と短径の比」と定義する。観察数は無機物を無作為
に１００点抽出し、それぞれについて長径と短径を採寸し、平均したものを長径、また前
記定義に従い長径と短径の比を算出し、平均したものを長径と短径の比とする。
　本発明のレジスト層は、絶縁レジスト塗料から形成された硬化塗膜に前記無機物を３５
～８５重量％を含有することが必要である。さらに好ましくは、前記無機物を４５～７５
重量％含有する場合、密着性がさらに向上するために特に好ましい。
【００５０】
　絶縁レジスト塗料に使用される溶剤としては、エステル系溶剤、ケトン系溶剤、グリコ
ールエーテル系溶剤、脂肪族系溶剤、芳香族系溶剤、アルコール系溶剤、カーボネート系
溶剤、水等から選ばれる一種を単独で、または二種以上を組み合わせて使用することがで
きる。
　エステル系溶剤としては、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソ
ブチル、酢酸アミル、乳酸エチル等が挙げられる。
　ケトン系溶剤としては、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンベン
ゼン、ジイソブチルケトン、ジアセトンアルコール、イソホロン、シクロヘキサンノン等
が挙げられる。
【００５１】
　グリコールエーテル系溶剤としては、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレ
ングリコールモノイソプロピルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、およ
びこれらモノエーテル類の酢酸エステル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエ
チレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチ
レングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピ
レングリコールモノエチルエーテル、およびこれらモノエーテル類の酢酸エステル等が挙
げられる。
【００５２】
　脂肪族系溶剤としては、ｎ－ヘプタン、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン、メチルシクロ
ヘキサン、エチルシクロヘキサン等が挙げられる。
　芳香族系溶剤としては、トルエン、キシレン等が挙げられる。
【００５３】
　本発明において用いられる絶縁レジスト塗料には、ＩＴＯ積層体上の透明導電層、部分
的に露出する基材の一部もしくは部分的に露出するプライマー層の一部、銀回路に対する
接着性を劣化させない範囲で、熱可塑性樹脂、耐熱安定剤、色顔料、染料、粘着付与樹脂
、可塑剤、消泡剤、レベリング調整剤、染顔料、イオン捕集剤、流動性の調整、硬化収縮
の低減、粘度の調整のため、特定の形状の無機物以外の有機フィラーや無機フィラーを添
加することができる。
【００５４】
　熱可塑性樹脂としては、従来公知のものを使用することができる。
【００５５】
　耐熱安定剤としては、ヒンダートフェノール系、リン（ホスファイト）系、ラクトン系
、ヒドロキシルアミン系、イオウ系等のものが使用できるが、特にヒンダートフェノール
系の耐熱安定剤が効果的である。
【００５６】
　顔料としては、フタロシアニングリーン、フタロシアニンブルー、カーボンブラック、
キナクリドンレッド、ジアゾイエロー、酸化チタンが挙げられる。
【００５７】
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　イオン捕集剤としては、無機あるいは有機のイオン交換体が好適に用いられる。詳しく
は無機イオン交換体イグゼ（東亞合成（株）製）、やイオン交換樹脂「ダイアイオン」（
三菱化学（株）製）が用いられるが、イオン捕集能を有するものであればこれらに限定さ
れない。
【００５８】
　特定の形状の無機物以外の有機フィラーとしては、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、尿素
樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、テフロン（登録商標）樹脂、ポリエチレン樹脂、
ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ウレタン樹脂等の樹脂を、使用する溶剤に不溶とな
るまで高分子化し微粒子化した有機フィラー類が、特定の形状の無機物以外の無機フィラ
ーとしては、シリカ、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、チタン酸バリウム、硫酸バリ
ウム等の無機フィラー類が挙げられる。上記フィラーは１種又は２種以上を混合して使用
しても構わない。上記フィラーは、好ましくは、平均粒子径が１０μｍ以下の微粒子であ
り、より好ましくは５μｍ以下の微粒子である。
　なお、フィラー粒径の測定方法については、ＭＡＬＶＥＲＮ社製のＭＡＳＴＥＲＳＩＺ
ＥＲ２０００を用いて測定した平均粒子径Ｄ５０の値を用いた。
【００５９】
　消泡剤、レベリング剤としてはシリコーン系、炭化水素系、アクリル樹脂系の化合物等
が挙げられる。
【００６０】
　本発明において用いられる絶縁レジスト塗料は、必要に応じて三本ロール、ボールミル
、サンドミル等の混練手段、あるいはスーパーミキサー、プラネタリーミキサー等の撹拌
手段により混練または混合することにより、製造することができる。
【００６１】
　次に本発明の絶縁層付積層体を構成するＩＴＯ積層体、銀回路について説明する。
　本発明に用いられるＩＴＯ積層体は、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフ
タレート、ポリカーボネート等の高分子フィルムを基材とし、これら基材フィルムの少な
くとも一方の面に、直にもしくは密着性向上のためのプライマー層上に、ＩＴＯを形成す
ることにより作成される。
　用いられるプライマー層としては、アクリル系樹脂、ウレタン系樹脂、シロキサン系ポ
リマー、アルキド樹脂、メラミン樹脂などの有機物や、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２
などの無機物を適宜に選択しまたは組み合わせて用いることができる。プライマー層の形
成方法としては、たとえば真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法、塗
工法などがあり、前記材料の種類、および必要とする膜厚に応じて適宜の方法を採用する
ことができる。
　ＩＴＯ層は、酸化スズを５～１０ｗｔ％含む酸化インジウムからなり、上記プライマー
層と同様の技術を採用して形成することができる。
　このようにして得たＩＴＯ積層体に対し、エッチングレジスト等を用い、部分的にＩＴ
Ｏ層を酸等により除去し、基材もしくはプライマー層を露出させると共に、残したＩＴＯ
層がＩＴＯ回路を形成する。
【００６２】
　次いで、ＩＴＯ層を除去した後の基材上（もしくはプライマー層上）及びＩＴＯ回路上
に、銀ペースト等の導電性組成物を用いて印刷等の手段により電気回路を形成し、銀回路
積層体を得る。
　銀回路形成用の導電性組成物としては従来公知のものを用いて良い。一般的にはフレー
クおよびまたは粒子状の銀粉を有機樹脂等に配合し、混練、分散等して得た導電性組成物
を、スクリーン印刷等の公知の方法にて、前記基材上（もしくはプライマー層上）及びＩ
ＴＯ回路上に銀回路を設けることができる。
【００６３】
　その後、前記銀回路積層体上の絶縁性を必要とする部分に、以下に示す種々の方法によ
り、前記絶縁レジスト塗料を塗布後、溶剤を乾燥、除去したのち若しくは同時に、加熱し
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、熱硬化性ポリマーと硬化剤とを硬化させ、絶縁レジスト層を形成し、本発明の絶縁レジ
スト層付き積層体を形成する。
　塗布方法としては、スクリーン印刷、ナイフコート、ダイコート、リップコート、ロー
ルコート、カーテンコート、バーコート、グラビア印刷、フレキソ印刷、ディップコート
、スプレーコート、スピンコート等が挙げられる。絶縁層の乾燥膜厚は、使用される用途
により適宜設定されるが、０．５μｍ～１００μｍであることが好ましく、更に好ましく
は１μｍ～２０μｍである。
【００６４】
　本発明の絶縁レジスト層付き積層体は、ＩＴＯ積層体、銀回路、絶縁レジスト層がこの
順序で積層されてなる電気回路である。図１に示すように、絶縁レジスト層は、銀回路を
覆うのみではなく、ＩＴＯ層、そして基材に（もしくはプライマー層に）も接触する。
【実施例】
【００６５】
　以下に、実施例により、本発明をさらに詳細に説明するが、以下の実施例は本発明の権
利範囲を何ら制限するものではない。なお、実施例における「部」「％」は、「重量部」
「重量％」を表す
【００６６】
［合成例１］
　攪拌機、温度計、還流冷却器、滴下装置、窒素導入管を備えた反応容器に、テレフタル
酸とアジピン酸と３－メチル－１，５－ペンタンジオールとから得られるポリエステルジ
オール（（株）クラレ製「クラレポリオールＰ－２０１１」、Ｍｎ＝２０１１）３４５．
３部、ジメチロールブタン酸１０．７部、イソホロンジイソシアネート５１．１部、カル
ビトールアセテート９４．５部を仕込み、窒素雰囲気下９０℃３時間反応させ、これにカ
ルビトールアセテート３１０．５部を加えて、Ｍｗ＝３０，０００、酸価＝１０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇである、水酸基を有するポリウレタンＡ－１の溶液を得た（固形分：５０．１％）
。
【００６７】
［合成例２］
　攪拌機、温度計、還流冷却器、滴下装置、窒素導入管を備えた反応容器に、イソフタル
酸と３－メチル－１，５－ペンタンジオールとから得られるポリエステルジオール（（株
）クラレ製「クラレポリオールＰ－２０３０」、Ｍｎ＝２０３３）２２４．８部、ジメチ
ロールブタン酸２．５部、イソホロンジイソシアネート２４．６部、カルビトールアセテ
ート５８．１部を仕込み、窒素雰囲気下９０℃７時間反応させ、これにカルビトールアセ
テート１１０部を加えて、Ｍｗ＝３９，０００、酸価＝４ｍｇＫＯＨ／ｇである、水酸基
を有するポリウレタンＡ－２の溶液を得た（固形分：６０％）
【００６８】
［合成例２］
　攪拌機、温度計、還流冷却器、滴下装置、窒素導入管を備えた反応容器に、テレフタル
酸とアジピン酸と３－メチル－１，５－ペンタンジオールとから得られるポリエステルジ
オール（（株）クラレ製「クラレポリオールＰ－２０１１」、Ｍｎ＝２０１１）４５４．
６部、ジメチロールブタン酸１６．５部、イソホロンジイソシアネート１０５．０部、ト
ルエン１４０部を仕込み、窒素雰囲気下９０℃３時間反応させ、これにトルエン３６０部
を加えて、イソシアネート基を有するウレタンプレポリマー溶液を得た。
　次に、イソホロンジアミン１９．３部、ジ－ｎ－ブチルアミン２．２０部、２－プロパ
ノール２９４．５部、トルエン３３５．５部を混合したものに、得られたイソシアネート
基を有するウレタンプレポリマー溶液９６８．５部を添加し、５０℃で３時間続いて７０
℃２時間反応させ、トルエン１２６部、２－プロパノール５４部で希釈し、Ｍｗ＝５７，
０００、酸価＝１０ｍｇＫＯＨ／ｇである、ポリウレタンポリウレア樹脂Ｂ－１の溶液（
固形分：３０％）を得た。
【００６９】
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　なお、上記Ａ－１、Ａ－２、Ｂ－１の重量平均分子量は、ＧＰＣ測定で求めたポリスチ
レン換算の重量平均分子量であり、ＧＰＣ測定条件は以下のとおりである。
装置：ＳｈｏｄｅｘＧＰＣ －１０１（昭和電工（株）製）
カラム：ＳｈｏｄｅｘＫＦ－８０２、ＫＦ－８０３Ｌ、ＫＦ－８０５Ｌ（昭和電工（株）
製）の合計３本を連結して使用。
溶媒：テトラヒドロフラン
流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
温度：４０℃
試料濃度：０．２重量％
試料注入量：１００μｌ
【００７０】
［実施例１～１１］、［比較例１～４］
　表１に示す成分を配合し、３ロールにて分散し、絶縁レジスト塗料を得た。
　以下に示す２種類の試験用積層体Ａ、Ｂに、各実施例、各比較例の絶縁レジスト塗料を
、乾燥膜厚が１０μｍになるように、ＩＴＯ層、基材層、銀回路上にスクリーン方法にて
印刷し、１５０℃で３０分間加熱し、絶縁レジスト塗料を硬化した。
　硬化後の初期状態及び６０℃、９２％ＲＨの環境下に５００時間置いた各試験用積層体
Ａ、Ｂについて、図１及び以下に示す４つの評価部位における硬化レジスト塗膜の密着性
を、２５℃、４０％ＲＨの環境下にて評価した。
【００７１】
＜試験用積層体Ａ＞：日東電工社製ＩＴＯ積層体：Ｖ２７０Ｌ－ＴＦＭＰ（一部を塩酸に
てエッチングしてＩＴＯ層を除去して基材を露出させたもの）に、東洋インキ製造（株）
社製銀ペースト（ＲＥＸＡＬＰＨＡ　ＲＡ　ＦＳ）を膜厚が乾燥後に１０μｍになるよう
に印刷し、１５０℃のオーブンにて１０分乾燥し、ＩＴＯ層、基材層、銀回路を形成した
もの。
＜試験用積層体Ｂ＞：帝人化成社製ＩＴＯ積層体：ＨＫ１８８Ｇ－ＡＢ５００Ｈ（一部を
塩酸にてエッチングしてＩＴＯ層を除去して基材を露出させたもの）に、上記と同様にし
て、ＩＴＯ層、基材層、銀回路を形成したもの。
【００７２】
＜４つの評価部位＞
　・評価部位１：ＩＴＯ層／絶縁レジスト層　上。
　・評価部位２：ＩＴＯ層／銀回路／絶縁レジスト層　上。
　・評価部位３：基材／銀回路／絶縁レジスト層　上。
　・評価部位４：基材／絶縁レジスト層　上。
【００７３】
＜評価方法及び評価基準＞
テープ密着試験：ＪＩＳ　Ｋ５６００に準拠し、テープ密着試験を実施した。
　幅２ｍｍ間隔に５マス×５マスの計２５マス目を絶縁レジスト層上に作成し、テープ密
着性試験を行い、残ったマス目の状態にて評価を行った。
　○：剥離なし（密着性の観点では実用上使用可能レベル）
　△：マスの端が僅かに欠ける（密着性の観点では実用上使用可能レベル）
　×：１マス以上の剥離が観察される（密着性の観点では実用上使用不可能レベル）
【００７４】
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【表１】

【００７５】
　実施例１～１１記載の絶縁レジスト塗料の場合、異なるＩＴＯ積層体の様々な箇所にお
いて、良好な密着性を発現し得る絶縁レジスト層付き積層体を提供することができた。特
に実施例１、２、４、５、６、１０記載の絶縁レジスト塗料は、６０℃、９２％ＲＨの環
境下に５００時間曝された後も良好な密着性を維持できる絶縁レジスト層付き積層体を提
供し得る。
　一方、比較例１～４記載の絶縁レジスト塗料の場合、１つのＩＴＯ積層体であっても、
絶縁レジスト層が接する箇所によって、高温高湿度環境下に長時間曝す前の初期状態にお
ける密着性に大きな差が生じ、しかもＩＴＯ積層体の種類によってその傾向が、より顕著
になる。さらに初期状態においてすら密着性に不安があるので、６０℃、９２％ＲＨの環
境下に５００時間曝すと密着性のさらに低下するので、実用上使用は不可といえる結果と
なった。
【符号の説明】
【００７６】
　ａ：基材　　ｂ：ＩＴＯ層　　ｃ：銀回路　　ｄ：絶縁レジスト層　　ｅ：プライマー
層
　１：評価部位１（ＩＴＯ層／絶縁レジスト層）上
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　２：評価部位２（ＩＴＯ層／銀回路／絶縁レジスト層）上
　３：評価部位３（基材／銀回路／絶縁レジスト層）上
　４：評価部位４（基材／絶縁レジスト層）上

【図１】

【図２】
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